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１．微弱無線局とは

(1) 電波法第四条第一項

発射する電波が著しく微弱な無線局で総務省令（施行規則第六条）で定めるもの。

(2) 電波法施行規則第六条第一項

◇無線設備から３メートルの距離での電界強度が、次の図に示されたレベルより低いもの．

◇総務省告示で定められている試験設備の内部のみで使用する無線設備については、試験
設備の外部における電界強度が３ｍの距離における電界強度に補正した値が次の図に示さ
れたレベルより低いもの．

◇人の生体内に植え込まれた状態又は一時的に留置された状態でのみ使用する無線設備につ
いては、その外部における電界強度が３ｍの距離における電界強度に補正した値が、次の
図に示されたレベルより低いもの．

＊周波数や用途などの制限はありません．
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＊弱い電波を利用するため、周囲雑音の多いところでは通信ができない場合があります．

また、他からの妨害を受けても保護はされません．

微弱かどうかの判断は、実際に電波を出す使用
者の責任であるため、市場には知識の無い利用者
をねらって、違法に出力を高くした製品も流通し
ている実態があり、これらが正当な無線局に妨害
を与える事例もあります．

電波法で製造・販売の規制は難しいが、使用前
の市場段階での指導等で電波の公平な利用を確保
することが重要と考えます．

電波法では、著しく微弱な電波を利用した無線局（通称：微弱無線局）
が認められ、免許不要で利用できます．

(3) 許容値
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２．微弱無線局の沿革

◇ 昭和２５年 電波法施行規則制定

◇ 昭和３２年 電波法施行規則改正

（微弱な電波を利用する無線局の基準）

◇ 昭和５９年 電波技術審議会答申

◇ 昭和６３年 微弱測定方法告示制定

（許容値の変更 15μV/m@100m ⇒ 500μV/m@3m）

◇ 平成５年 微弱測定方法告示改正

（野外試験所の技術的条件及び15MHz以下の補正）

◇ 平成６年 微弱測定方法告示改正

（広帯域電波を使用する微弱無線局の測定方法）

◇ 平成１１年 微弱測定方法告示改正（測定装置の条件）

◇ 平成１８年 微弱測定方法告示改正（電波暗室内及び人体内の取扱）
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地下探査レーダー 数ｋHzから数MHｚ使用

（地面方向のみで空中には放射されない対策必要）

ベビ－モニタ－ ２７MHｚ帯等使用

万引き防止装置 数百ｋHz、数MHｚ 多種あり

RFID機器 125ｋHz、13.56MHｚがある

（高周波利用設備に該当する機器もある）

他にもテレメ－タ等の機器に電力を供給する機器がある

３. 微弱無線局いろいろ
(1) 30MHz未満 （特定小電力設備に該当する機種もあり）

6
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(2) 30MHz以上1000MHz未満

各種リモコン

FMトランスミッタ－

タイヤ空気圧監視装置（TPMS)

（特定小電力無線設備対象設備もある）

各種防犯装置

キ－レス・エントリ－

（特定小電力無線設備対象設備もある）他に各種テレメ－タがある

7
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(3) 1GHz以上

液面レ－ダ－レベル計 数GHｚ 数十GHｚと多種あり、アンテナも多種ある

電波距離計、類似装置として検知センサ－等がある

他に地下にある金属を探す地下レ－ダ－等が多種ある。

＊通常の微弱電力では利用不可能だが、運用で微弱の許容値にはいっているものもある。
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（1）オープンエリアテストサイト

（Open Area Test Site）

（2）電波半無響室

（Semi Anechoic Chamber）

４．測定場所と設備

(1) サイトの種類

9
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(2) 測定場所での雑音

オープンエリアテストサイト水平偏波 （30MHｚ～1000MHｚ）

電波半無響室 水平偏波 （30MHz～1000MHｚ）

グラフからオープンエリアテストサイトは測定に不向きである．
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(3) 代替試験場の機器
（告示第127号 別図第一号）

受信アンテナ

電界強度測定器

供試器

（寸法は最小値）

電波半無響室
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(4)受信アンテナと周波数範囲

ループ
(9kHz～30MHz）

ダイポール
（30MHz～1GHz）

バイコニカル
（30MHz～300MHz）

ログペリオディック
（300MHｚ～1GHｚ）

ダブルリッジドガイド
（1GHｚ～18GHｚ）

ハイブリッド
（30MHz～1GHz）



衛星放送用受信設備作業班（第３回） ～微弱無線設備の測定について～

Copyright(C)2016 TELECOM ENGINEERING CENTER

供試台

供試器（例）

低損失同軸ケーブル

プリアンプ
電界強度測定器

（郵政省告示第127号 別表第六号）

スペクトラムアナライザ

(5) 受信機とその他の設備

13
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*床面が金属で供試装置から放射され
る直接波と床面からの反射波の合成波
のレベルを測定する。

3m

１．５ｍ

＊受信アンテナは測定周波数によって交換する。

＊30MHz～1000MHzの場合、信号探索用は広帯域アンテナ

（ハイブリッドアンテナ）を使用し、最終測定はダイポ－ルアンテナを用いる.

(1) 測定設備概略図

５. 測定方法の概要

14

ハイブリッドアンテナ
30MHz～1GHz

較正基準点
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(3) 測定において注意すべき点

③ 自動測定と手動測定では異なった測定結果になる場合がある．（自動測定は概略測定）

① 自動測定プログラムの各パラメータ設定ミス．

② 最終測定に選択する時の選択ミス．（許容値とのマージンに注意）

(4) 共通測定条件

① 温度条件は１５℃～３５℃。（記録が必要）

② 周囲雑音レベルは、測定値より６ｄＢ以上低いこと．

③ 試験電圧は指定された電源電圧を使用する．

(2) 測定の前に確認すべきこと

① 規格を満足する測定器であるか．（測定機器類は郵政省告示第１２７号規格のもの）

② 測定する試験場所（サイト）が規格をみたしているか（サイトアッテネ－ション）

④ 測定者が技術基準（許容値等）を理解しているか．

⑤ 測定者が測定器に精通していて正確に操作ができるか．

15

③ 定期較正が行われた測定器であるか．（測定器の定期較正は１年以内を推奨）
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(5) 機器の配置
通常運用使用状態に配置する。 何処から電波が放射されているか判らないも
のが多いのでＸ，Ｙ，Ｚ軸状に配置して測定を行う．

(6) 機器の動作モ－ド
常時電波が送信されるように設定する（メ－カ－の協力が必要な場合が多い）

機器がどのようなインタ－バルで動作しているか確認をしておく必要がある．

(8) 概略測定
通常、自動測定で行われがちであるが、自動測定における取りこぼしに注意する．

(7) 測定系の確認
測定機器、ケ－ブル、アンテナ等が正常に動作しているか始業点検を行う．

(9) 最終測定
① ターンテーブルを回転させて最大放射角度を探索する。

② 受信アンテナ高を変化させ最大受信の高さに合わせる。

③ ①～②を繰り返し最大放射位置を収斂するまで探索する。

④ 決められた検波回路を持つ測定器で最終測定を行う。

測定機器は予熱時間をカタログ等で確認し事前に暖機運転しておく．

16
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(10) 特殊なケ－ス

① 広帯域に送信する装置の場合

告示に定められているように、スペクトラムアナライザの分解能帯域幅を変え
てみて、広帯域か、狭帯域の確認を行う．

② 連続送信しない装置の場合

測定する機器の様々な機能やタ－ンテブル回転速度、アンテナ昇降機の機能を
駆使して正確な測定を行う．

③ コンピュータ機能を持った装置（ITE機器）と複合された装置の場合

測定器には微弱無線設備からの放射とITE機器からの放射が観測されるため、
状況に応じて切り分け等の確認作業が必要となる場合がある。

（参考：２３０ＭＨz超では、微弱無線設備の許容値よりもVCCI技術基準の方が緩い場合がある。）

＊VCCI:（一財）VCCI協会 （情報技術装置から発生する妨害波を阻止するための自主規制に関する基本方針の決定等）

17

（ITE：情報技術装置 : Information Technology Equipment）
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(11) 供試器設置方法（例）

① 試験機器を1.5ｍの試験台上に設置する 設置方法はX軸、Y軸、Z軸の３通り．

Ｘ 軸 Y 軸 Z 軸

② 受信アンテナの偏波面は水平と垂直の2偏波．

③ 合計6回の測定を行う．

18
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(12)測定データ 例－１
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(13) 測定データ 例-２

許容値
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送信アンテナと受信アンテナを用いてアンテナ間の電波伝搬損失を測定した値

国際規格ＣＩＳＰＲ１６シリーズによって定められ、情報通信審議会の答申を
経て告示化されている。（現在のところ３０ＭＨｚから１ＧＨｚまで）

送信アンテナ 受信アンテナ

伝搬損失

電波は距離に応
じて減衰するだ
けではない

21

６．サイトアッテネ－ション

(1) サイトアッテネーションとは
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(2) 電波の伝わり方

基準金属面

発振器

送信アンテナ 直接波

反射波

受信側から送信側に
直接戻る電波

受信側から送信側
に反射し戻る電波直下からの反射波

直下からの
反射波

上図のように、電波は送受信アンテナ間において影響しあっている。
困ったことにこの影響は使用しているアンテナにより異なる．

受信アンテナ

22
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(3) サイトアッテネーションの種類

① Ｓｉｔｅ Ａｔｔｅｎｕａｔｉｏｎ ( SA )

ＳＡ ＝ ケーブル直結レベル － 最大受信電圧 （ｄＢ）

② Conventional Ｓｉｔｅ Ａｔｔｅｎｕａｔｉｏｎ （CSA )

ＣＳＡ ＝ ケーブル直結レベル － 最大受信電圧 － 送受信アンテ
ナのバランロス

③ Ｎｏｒｍａｌｉｚｅｄ Ｓｉｔｅ Ａｔｔｅｎｕａｔｉｏｎ ( NSA )

ＮＳＡ ＝ ケーブル直結レベル － 最大受信電圧 － 送受信アンテナ
のアンテナ係数

ＳＡとＣＳＡは測定を行ったアンテナの特性に依存する．

ＮＳＡは測定を行ったアンテナの特性に依存しない。ＮＳＡは種々
のアンテナに適用可能であるがアンテナの相互結合補正が必要

現在、告示第１２７号においてはＮＳＡを採用している．

（ｄＢ）

（ｄＢ）

23
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(4) 正規化サイトアッテネーション測定系（ＮＳＡ）

標準信号発生器 ターンテーブル
基準金属面

高さを走査

接続コネクター及び固定減衰器

最大受信電
圧測定概要

ケ－ブル直結レ
ベル測定概要

使用測定器は
標準信号発生器（ＳＧ） ＋ スペクトラムアナライザ

標準信号発生器（ＳＧ） ＋ 電界強度測定器

ネットワ－クアナライザ

アンテナ サイトアッテネ－ション測定に使用できるもので較正されたものであること．

受信アンテナ送信アンテナ

固定減衰器

（10dB）

同軸ケーブル

24

固定減衰器

（10dB）

同軸ケーブル

受信機

同軸ケーブル 同軸ケーブル

標準信号発生器 受信機ターンテーブル
基準金属面



衛星放送用受信設備作業班（第３回） ～微弱無線設備の測定について～

Copyright(C)2016 TELECOM ENGINEERING CENTER

Ｎｏ ｒｍ ａ ｌ ｉ ｚ ｅｄ　 Ｓ ｉ ｔ ｅ　Ａ ｔｅｎ ｕ ａ ｔ ｉ ｏ ｎ 　 （ Ｖ ｅｒ ｔ ｉ ｃ

-30

-20

-10

0

10

20

10 100 1000

Ｆ ｒ ｅ ｑ ｕ ｅ ｎ ｃ ｙ （ＭＨ ｚ

N
SA

　
（
ｄ
Ｂ
）

(5) ＮＳＡ測定結果の例 （３ｍ垂直偏波）

(Vertical)

( MHz )

25

理論値＋４ｄB

理論値－４ｄB
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７. 微弱無線機器測定の問題点

(１) 少なくとも20分は連続送信していないと測定することが難しい．
電波暗室に人が入れないため、自動測定中は連続して送信できることが必要

(２) １GHz以上の測定では低い信号を測定するための工夫が必要．

(３) 30MHz以下および1GHz以上の試験場所の評価方法が告示に記載なし．

(４) 設置場所での大型機器の測定方法が明確化されていない．

(５) 機器に配線がある場合の設置方法が明確でない．

低いレベルの信号を補うためプリアンプを使用したり、
距離を近づけて測定する等、低い信号を測定するための工夫が必要
（測定値からプリアンプの利得分を差し引き、距離換算の補正を行う必要がある）

Ｓ/Ｎを確保するために距離を近づけ測定し距離換算で測定しないと許容値を超えてしまう．

26
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８. 微弱無線設備の性能証明及び登録制度

(1) TELEC微弱無線設備性能証明

(2)全国自動車用品工業会（ＪＡＡＭＡ）及び電波環境協議会（ＥＭＣＣ）

による微弱無線設備登録制度

①平成２７年６月１日より、本登録制度がスタート

②微弱無線設備登録制度により登録された商品には

ELPマークが貼付される

①平成１７年 微弱性能証明ラベル開始

②TELECにおいて、性能証明を取得した機器に貼付

することができるマーク
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③ELPマーク等の周知活動として、

カー用品店等のFMトランスミッ

ター販売コーナにパンフレットを

掲示

全国自動車用品工業会

（JAAMA作成）
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Ｍｅｍｏ
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電波法施行規則抜粋 

 

（免許を要しない無線局） 

第６条  法第４条第一号に規定する発射する電波が著しく微弱な無線局を次のとおり定め

る。 

一．当該無線局の無線設備から３メートルの距離おいて、その電界強度が、次の表の上

欄の区分に従い、それぞれ同表の下欄に掲げる値以下であるもの 

 

周 波 数 帯 電 界 強 度 

 ３２２ MHz以下 ５００μV/m

 ３２２ MHzを超え１０GHz以下  ３５μV/m 

 １０GHzを超え１５０GHz以下 

次式で求められる値（５００μV/mを超える 

場合は、５００μV/m） 

３．５×Ｆ（μV/m） 

Ｆは、GHzを単位とする周波数とする。 

 １５０GHzを超えるもの   ５００μV/m 

 

二．当該無線局の無線設備から５００ｍの距離おいて、その電界強度が、２００μＶ／ｍ以

下のものであって、郵政大臣が用途並びに電波の型式及び周波数を定めて告示する

もの 

 

三．標準電界発生器、ヘテロダイン周波数計その他の測定用小型発振器 

 

２．前項第一号の電界強度の測定方法については、別に告示する。 

 

 郵政省令第２４号[昭和61年(1986年)5月27日]により電波法施行規則第６条第１項第

一号が上記のとおり改定された。なお同省令の附則はつぎのとおり。 

 

  附  則 

１．この省令は昭和６１年６月１日から施行する。ただし第６条の改正規定は、公布の日か

ら起算して３年を経過した日から、第４０条及び第５２条第１項の改正規定は、昭和６１

年７月１日から施行する。 

２．第６条の改正規定の施行の際現に開設されている無線局であって改正前の第６条第１

項第一号規定に適合するものについては、公布の日から起算して１０年（1996年：平

成8年5月27日）を経過する日までは、なお従前の例によることができる。 
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 ２ 郵政省告示第１２７号 

（昭和６３年２月２５日）（最終改正平成１８年３月２８日） 

 

電波法施行規則（昭和２５年電波監理委員会規則第１４号）第６条第２項の規定に基づき、

同条第１項第一号に規定する発射する電波が著しく微弱な無線局の電界強度の測定方法を

次のように定め、昭和６４年５月２７日から施行する。 

昭和６３年２月２５日  郵政大臣  中  山  正  暉 

 

一． 試験場の条件 

試験場（無線局が発射する電波の電界強度を測定する場所をいう。以下同じ。） 

次の各号の条件に  適合すること 

 

１．試験場は、周囲に建築物その他の電波を反射する物体がなく、かつ、直径６ｍ、短径５．

２ｍの楕円の範囲内に測定の障害となる金属物体（測定の再現性を向上させるために敷

設する金網等を除く）がない平坦な場所であること。 

 

２．試験場において測定される電波の電界強度（被測定設備が発射する電波以外の電波の

ものに限る。）のうち、被測定設備が発射する電波の周波数と同一の周波数における電界

強度は、第三項の条件に適合する測定器により測定した場合、電波法施行規則第六条第

一項第一号に規定する値より１０ｄＢ以上低いこと。 

 

３．３０ＭＨｚ以上１ＧＨｚ以下の周波数電波を測定する試験場においては、前二号の条件に

適合するほか、別表第一号に定める測定方法により測定した当該試験場における正規化

サイトアッテネーション（送信用空中線と測定用空中線間の伝搬損失（被測定設備を設置

する場所と同一の場所に送信用空中線を設置した場所の当該空中線から輻射される電波

の電力と当該電波のうち測定用空中線に受信される電波の電力の比）から使用した空中

線のアンテナ係数及び補正値を差し引いた値をいう。以下同じ。）の値と、別表第二号に示

された理論値との差が±４ｄＢ以内であること。 

 

二．被測定設備の設置条件 

被測定設備は、次の各号の一の条件により設置すること。この場合において、空中線は、

電界強度の測定値が最大となるように設置すること。 
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１．木その他の絶縁材料により作られた高さ１．５ｍの回転台（以下「回転台」という。）の上に、

通常の使用状態に近い状態で設置すること。ただし、被測定設備の空中線の下端が地上

高０．５ｍ未満となる時は、その下端が地上高０．５ｍとなるよう回転台の高さを設定する

と。 

 

２．被測定設備の空中線が当該設備の本体と１．５ｍ以上の給電線で接続されている場合は、

当該空中線のみを回転台の上に設置し、当該設備本体は回転台の直下の地表面又は地

下に設置すること。測定器は、次の条件に適合すること。 

 

三．測定器の条件 

測定器は、次の条件に適合すること。 

 

１．９ｋＨｚ以下の周波数の電波の測定器 

郵政大臣が認めるものであること。 

 

２．９ｋＨｚを超え１５０ｋＨｚ以下の周波数の電波の測定器 

（１）準尖頭値検波方式の電界強度測定器であること。 

（２）別表第四号に定める基本的特性を有すること。 

 

３．１５０ｋＨｚを超え１ＧＨｚ以下の周波数の電波の測定器 

（１）準尖頭値検波方式の電界強度測定器及び尖頭値表示が可能なスペクトルアナラ

イザであること。 

（２）電界強度測定器は、各測定周波数において、別表第六号に定める基本的特性を

有すること。 

（３）スペクトルアナライザの分解能帯域巾は、１０ｋＨｚ、１００ｋＨｚ及び１ＭＨｚに設定で

きるものであること。 

 

４．１ＧＨｚを超える周波数の電波の測定器 

（１）尖頭値表示が可能なスペクトルアナライザであること。 

（２）分解能帯域巾は、１ＭＨｚとすること。 

 

四．測定用空中線の条件 

測定用空中線は、次の条件に適合すること。 

１． ９ｋＨｚ以下の周波数の電波の測定用空中線 

郵政大臣が認めるものであること。 
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２．９ｋＨｚを超え３０ＭＨｚ以下の周波数の電波の測定用空中線 

（１）電気的に遮蔽された枠型空中線であること。 

（２）一辺が０．６ｍの正方形の中に完全に入る大きさであること。 

 

３．３０ＭＨｚを超え１ＧＨｚ以下の周波数の電波の測定用空中線 

（１）半波長共振型のダイポール空中線であること。 

（２）測定用空中線は、測定する電波に共振する長さとすること。 

但し、８０ＭＨｚ未満の周波数の電波を測定する場合の長さは、８０ＭＨｚの場合と

同一とし、当該空中線に、測定する電波に共振させるための装置を付加すること。 

 

４．１ＧＨｚを超える周波数の電波の測定用空中線は、ホーン空中線であること。 

 

五．測定の方法 

試験場における各設備の配置は、別図第七号に示すとおりとし、電界強度の測定の方

法は、次のとおりとする。 

 

１．１５０ｋＨｚ以下の周波数の電波の測定の方法 

（１）地上高１．５ｍの位置に測定用空中線を垂直に設置する。 

（２）回転台及び測定用空中線を回転させながら電界強度の最大値を測定する。 

（３）（２）の最大値から次の式により求められる値を減じた値をもって被測定設備が発射

する電波の電界強度とする。 

            ２４－２０ｌｏｇＦ（ｄＢ） 

                Ｆは、測定する電波の周波数（単位 MHz）とする。 

 

２．１５０ｋＨｚを超え３０ＭＨｚ以下の周波数の電波の測定の方法 

（１）地上高１．５ｍの位置に測定用空中線を垂直に設置する。 

（２）回転台及び測定用空中線を回転させながら電界強度測定器により電界強度の最大

値を測定する。 

（３）（２）の最大値が得られた状態において、スペクトルアナライザにより、分解能帯域巾

を１０ｋＨｚとした時の電界強度 (Ｅ1)及び分解能帯域巾を１００ｋＨｚとした時の電界

強度(Ｅ10）を測定する。 

（４）（３）で測定したＥ1 とＥ10の差が３ｄＢ以下の場合は、（２）の最大値３ｄＢを超える場

合は、スペクトルアナライザの表示値が変化しなくなるまで分解能帯域巾を広げて測

定した電界強度の値をもって被測定設備が発射する電波の電界強度とする。但し、

１５ＭＨｚ以下の周波数の場合は、当該最大値から次の式により求められる値を減じ

た値を当該電波の電界強度とする。 

 

２４－２０ｌｏｇＦ（ｄＢ）   Ｆは、測定する電波の周波数（単位 MHz） 
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３．３０ＭＨｚを超え１ＧＨｚ以下の周波数の電波の測定の方法 

（１）地上高１．５ｍの位置に測定用空中線を垂直に設置する。 

（２）電界強度測定器で測定した電界強度が最大となる方向に回転台を回転させ、固定

する。 

（３）測定用空中線の地上高１ｍから４ｍまで変化させ、電界強度測定器により電界強

度の最大値を測定する。 

（４）(1) から(3）までと同様な方法により、測定用空中線を水平偏波で受信するように設

置した場合の電界強度の最大値を測定する。 

（５）(3) の値と(4) の値のいずれか大きい値が得られる状態において、スペクトルアナラ

イザにより、分解能帯域巾を１００ｋＨｚとした時の電界強度(Ｅ1)及び分解能帯域巾

を１ＭＨｚとした時の電界強度（Ｅ10）を測定する。 

（６）（３）で測定したＥ１とＥ１０の差が３ｄＢ以下の場合は、（３）の値と（４）の値のいずれ

か大きい値、３ｄＢを超え７ｄＢ以下の場合は、（５）のＥ10の値、７ｄＢ超える場合は、

（５）のＥ10の値に５ｄＢを加えた値をもって被測定設備が発射する電波の電界強度

とする。 

 

４．１ＧＨｚを超える周波数の電波の測定の方法 

（１）地上高１．５ｍの位置に測定用空中線を垂直偏波で受信するように設置する。 

（２）電界強度が最大となる方向に回転台を回転させ、固定する。 

（３）地上高１．５ｍで、被測定設備からの水平距離に反比例して電界強度が減衰する

位置に測定用空中線を設置し、電界強度を測定する。この場合において、被測定設

備と測定用空中線の水平距離が３ｍと異なるときは、電界強度は距離に反比例して

減衰するものとして、距離３ｍにおける電界強度に補正する。 

（４）（１）から（３）までと同様な方法により、測定用空中線を水平偏波で受信するように

設置した場合の電界強度を測定する。 

（５）（３）の電界強度と（４）の電界強度のいずれか大きい値をもって被測定設備が発射

す電波の電界強度とする。 

 

六．その他 

１．測定器及び測定空中線（第三項及び第四項に規定するものを除く）については、第三

項及び第四項に規定する測定器及び測定空中線を使用して測定行った場合の測定値

との差をあらかじめ算出できる場合に限りこれを使用できる。この場合に おいて、測定

値は、あらかじめ算出した差をもつて補正する。 

 

２．第一項から前項までに規定する条件によることが著しく困難又は不合理と郵政大臣が

認める場合は、これによらないことができる。 

 

別表第１号 サイトアッテネーションの測定方法（略） 

別表第２号 測定器の基本的特性（略） 


